
事業概要

効果検証方法についての当初案

高齢者においては、複数の併存疾患を治療するための医薬品を多数服用することによって、多剤服用による害を生じる「ポリファーマシー※」に陥りやすい
状況にあることを踏まえ、高齢者の薬物療法に関する安全対策を推進する上で必要な取組を行う事業である。
令和元年度は、病院に対してアンケート調査を行い、ポリファーマシーの概念等を理解している施設は多いものの、多くの施設でポリファーマシー対策を

十分に実施できている状況にはない実態を把握した。
令和2年度は、令和元年度の調査結果を踏まえ、病院においてポリファーマシー対策の取組を始める際や業務運営体制を体系的に構築・運営する際

に役立てていただくための業務手順書等として「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」を作成した。
令和3年度は、令和2年度に作成した業務手順書等をモデル医療機関（3病院）で実際に運用し、その実用性と課題の確認を行っている。

※ポリファーマシー： 「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問
題につながる状態」

検証仮説①：業務手順書の導入が入院する患者の投薬薬剤数を減らすことに影響を与えるのか。
検証仮説②：業務手順書の導入によって薬剤総合評価調整加算がされやすくなっているか。
使用データ：モデル医療機関と類似の医療機関のレセプトデータ
分析方法：差の差分析
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令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （１）

Ⅰ 高齢者医薬品安全使用推進事業

資料４
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投薬薬剤数の減少をアウトカムとした分析は誤解を招く可能性がある。
本事業の目的は、医療機関がポリファーマシー対策の体制を構築し、多剤服用による害を減らすことであり、投薬を減らすこと自体は本事業の目

的ではない。効果検証方法についての当初案である、投薬薬剤数の分析は、アウトカムとして適切ではない。
薬剤総合評価調整加算の増加をアウトカムとした分析は誤解を招き、また正確に評価できない可能性がある。
当該加算は、処方を変更したり、薬剤が減少したりした場合等に算定可能な加算であるが、投薬を減らすこと自体は本事業の目的ではない。ま

た、ポリファーマシー対策の体制が整備されている施設がまだ限られている中で、業務手順書等の活用による効果が加算の増加として検出できるよう
になるまでには時間を要すると考えられるため、本事業の直接的かつ短期的なアウトカムとして加算を取り扱うことは適切ではない。
モデル医療機関が３機関のみである。また、医療機関におけるポリファーマシー対策の体制整備の支援のための取組のため、各モデル医療機関内で
処置群/対照群を設定することが困難。

今後の方針案
業務手順書等の活用状況等について全国の病院等へのアンケート調査を実施し、活用施設数などを分析することも考えられるが、この調査に係る
予算は確保されていないこともあり、難しいと考える。
また、業務手順書等の活用により、ポリファーマシー対策の体制を整備できたか、ポリファーマシーと思われる事案がどの程度減ったのかなどについて、モ
デル医療機関に聞き取り調査を行うことが考えられるが、既に今年度の事業として、業務手順書等の運用を通じた効果検証・課題確認を行っている。
このことから、別途聞き取り調査を行うことはせず、業務手順書の導入効果として、以下のような要素を取り入れた分析を、今年度の事業として各医
療機関（３機関）が国に提出する報告書に盛り込み、これをもって効果検証を行うことが考えられる。
＜分析の視点（案）＞
・ 業務手順書等の活用によりポリファーマシー対策がどの程度現場感覚として進展したか。
・ 業務手順書等の活用前にポリファーマシー対策の実施の障壁と考えられていた事柄は、業務手順書等の活用を通じて解消されたか。
・ ポリファーマシー対策として行われるカンファレンスや処方提案は業務手順書等の活用を通じて活発化したか。

現状（２の方法による効果検証が適切でない・難しい理由）3

現状を踏まえた新たな効果検証方法案4

令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （２）
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令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （３）

参考
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事業概要

効果検証方法についての当初案

事業概要
雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保を推進する観点から60歳から64歳までの高年齢労働者の処遇の改善に向けて取り組む事業主に対し支援
する

助成内容
当該事業所に雇用される労働者（申請対象期間の初日において雇用されている者に限る。）に係る、賃金規定等改定前後を比較した高年齢雇用継
続給付の減少額に、以下の助成率を乗じた額を助成
⇒大企業：２／３ 中小企業：４／５

※ 助成率は令和４年度までの率。令和５・６年度は、大企業：１／２、中小企業：２／３とする予定
※ ６か月に１度申請、最大４回（２年間）まで申請可能。２回目以降も、初回の申請時に適用された助成率を適用
※ 令和７年度には、助成率を大企業：１／３、中小企業：１／２とし、申請回数も最大２回（１年間）までとし、同年度限りで廃止する

助成率の差をRunning Variableとした回帰不連続デザインにより、助成1単位当たりの事業の効果を分析
効果検証に当たっては、リサーチデザインを作成した上で、必要となるデータについては、都道府県労働局が作成する実施状況報告書に新たに効果検証
に必要な項目（主たる事業、企業規模等）を設けて把握
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令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （４）

Ⅱ 高年齢労働者処遇改善促進助成金
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ロジックモデル上の予定では1,600件の申請数が見込まれていた。しかし、令和3年8月4日に原局を交えて進捗確認のためのヒアリングを実施したと
ころ、同日時点で収集できている申請数は1件(算定対象労働者数：16名)にとどまり、今後も大幅増加の見込みが低いことが確認された。また、
令和3年10月4日時点においても、申請数は1件と変わりはなかった
申請数≒サンプルサイズが十分でない場合は回帰不連続デザインによる分析が難しいことから、代替案の検討が必要となった

ヒアリングによる効果検証案
代替案としては、事業を利用した企業に対するヒアリング調査による効果分析が考えられる。質問項目例は以下のとおり
高年齢労働者の処遇改善に取り組もうと思ったきっかけ
本事業に申請したきっかけ
処遇改善や本事業への申請に際して克服すべき事項はあったか。その場合、何にどう対処したのか
本事業が存在しない場合でも処遇改善の取組を実施したか

申請に関するボトルネック調査案
都道府県労働局等にヒアリングを行うことで、申請のボトルネックを特定し、制度改善策を検討する。質問項目例は以下のとおり
高年齢労働者に対する処遇改善の必要性
本事業の認知状況及び申請に至らなかった理由
考えられる申請促進策

上記の定性調査により、本事業が存在しない場合に当該企業が高年齢労働者の処遇改善に取り組んだかどうか、申請のボトルネックは何かを確
認することで、事業効果の有無及び課題を確認できる

現状（２の方法による効果検証が適切でない・難しい理由）3

現状を踏まえた新たな効果検証方法案4

令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （５）
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令和2年度の効果検証対象事業の取組状況について （６）
参考

事業名 高年齢労働者処遇改善促進助成金（レビュー番号：新03-0053）

課題

・ 令和７年度から新たに60歳となる労働者への同給付の
給付率が10％に縮小される（令和７年４月１日施行）
が、単に高年齢労働者への給付が縮小するのであれば収
入の減少につながり、高年齢労働者の雇用の安定が損な
われるおそれがある。

（参考：令和元年度の高年齢雇用継続給付の受給者数
約57万人、支給総額179,256,039千円）

・ したがって、令和７年度の施行に向けて、企業における高
年齢労働者の処遇の改善にむけた取組を支援する必要が
ある。

・現状分析

・ 現行の制度では、被保険者であった期間が５年以上ある60
歳以上65歳未満の労働者であって、60歳以後の各月に支払
われる賃金が原則として60歳時点の賃金額の75％未満と
なった状態で雇用を継続する高年齢者に対し、 65歳に達する
までの期間について、60歳以後の各月の賃金の15％を支給し
ている。

・ 一方、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46
年法律第68号）による高年齢者雇用確保措置の進展等を
踏まえ、令和２年3月の雇用保険法等の一部を改正する法
律（令和２年法律第14号）により、高年齢雇用継続給付
の給付率を見直し、令和７年度から新たに60歳となる労働者
への同給付の給付率が10％に縮小される（令和７年４月１
日施行）。

事業概要【☑新規、□モデル、□大幅見直し】

○雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保を推進する観
点から60歳から64歳までの高年齢労働者の処遇の改善
に向けて取り組む事業主に対し支援する。

（助成内容）
当該事業所に雇用される労働者（申請対象期間の
初日において雇用されている者に限る。）に係る、賃
金規定等改定前後を比較した高年齢雇用継続給
付の減少額に、以下の助成率を乗じた額を助成
・ 大企業：２／３ 中小企業：４／５

※ 助成率は令和４年度までの率。令和５・６年度は、大企業：１／２、
中小企業：２／３とする予定。

※ ６か月に１度申請、最大４回（２年間）まで申請可能。２回目以
降も、初回の申請時に適用された助成率を適用。

※ 令和７年度には、助成率を大企業：１／３、中小企業：１／２とし、
申請回数も最大２回（１年間）までとし、同年度限りで廃止する。

高齢者・障
害者・若年
者等の雇用
の安定・促
進を図ること
（Ⅴ－３
－１）

令和３年
度予算概
算要求額
4,829百万
円

【インプット】

60歳から64歳までの高
年齢労働者の処遇改
善に取り組む事業主に
対する助成

令和３年度：支給決定件
数、支給額、1450件、
3,219百万円

高年齢労働者の処遇改善にむ
けた取組に積極的な事業所の
件数
令和３年度：賃金規定等改
定計画の認定件数1,600件

賃金規定等改定計画に基づき
処遇改善された当該事業所に
雇用される60歳から64歳までの
高年齢労働者数
令和６年度末累計：支給決
定を受けた事業所の対象労働
者数19万人

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】

担当部局 職業安定局雇用保険課
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